
入 札 説 明 書 

独立行政法人経済産業研究所 

 

 独立行政法人経済産業研究所の調達契約に係る入札公告（平成 28年 1月 15日付け公告）に

基づく入札については、関係法令及び独立行政法人経済産業研究所入札心得に定めるもののほ

か、下記に定めるところによる。 

 

記 

 

1. 競争入札に付する事項 

（1）件名 

  業務用ソフトウェア(Microsoft Office 2016等)の調達 

（2）仕様及び調達数量 

 仕様書のとおり 

（3）納入期限 

 平成 28年 3月 15日 

（4）納入場所 

 独立行政法人経済産業研究所総務グループ 情報システム担当 

（5）入札方法 

 ①入札書は日本語で記載すること。 

②入札書は経済産業研究所の書式（様式-1）によること。 

③記載項目は次のとおり 

 （a）入札金額は、一切の諸経費を含む総価とする。 

（b）落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の８％に相当する額

を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消

費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金

額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

 

2. 競争入札に参加する者に必要な資格 

（1）平成 25年・26年・27年度競争参加資格（全省庁統一資格）「物品の販売」の「A」、「B」

又は「C」の等級に格付けされている者であること。 

（2）入札説明書の交付を受けた者であること。 

（3）事前資格審査において合格したものであること。 

（4）特別の理由がある場合を除くほか、成年被後見人及び被保佐人並びに破産者で復権を

得ない者を調達に参加させることはできない。 

（5）次の各号の一に該当すると認められる者をその事実のあった後 2 年間入札に参加させ

ない。 

A)契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物品の品質若しくは、

数量に関して不正の行為をした者。 

B）公正な競争の執行を妨げた者、又は公正な価格を害し、若しくは不正の利益を得



るために連合した者。 

C）落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者。 

D）監督又は検査の実施に当たり職員の執行を妨げた者。 

E）正当な理由なしに契約を履行しなかった者。 

F）上記内容に該当する事実があった後 2年を経過しない者を履行に当たり代理人、

支配人、その他使用人として使用した者。 

G）上記内容に該当する者を入札代理人として使用する者。 

 

3. 事前資格審査 

  入札前に事前資格審査を実施する。入札者に求められる資格を満たしていないと判断され

た者にはその旨の通達を行う。入札は資格審査を通過した者だけで実施する。 

（1）事前審査提出書類（下記の Aから Dを封筒に入れ、社名を記載し、封をして提出） 

A）最新の納税証明書（その３の３・「法人税」及び「消費税及地方消費税」について

未納税額のない証明用）の原本又は写し 

B）平成 25・26・27年度競争参加資格（全省庁統一資格）における資格審査結果通知

書の写し。 

C）機能証明書（「機能証明書作成要領」に従い作成すること。） 

D）誓約書（様式-2） 

（2）提出期限 

  持参の場合：平成 28年 2月 8日(月）15：00まで 

  郵送の場合：平成 28年 2月 8日(月）15：00必着 

（3）提出場所 

 〒100-8901 東京都千代田区霞ヶ関 1-3-1 経済産業省別館 11階 

 独立行政法人経済産業研究所 総務グループ情報システム担当 鎌田 

 電話：03-3501-8397 

（4）資格審査結果の連絡 

 平成 28年 2月 12日(金)17:00までに通知を行う。 

 

4. 入札説明会 

 省略 

 

5. 入札及び開札の日時及び場所 

 平成 28年 2月 17日（水）15:00～ 

 〒100-8901 東京都千代田区霞ヶ関 1-3-1 経済産業省別館 11階 

 独立行政法人経済産業研究所 1119号室 

 開札は入札終了後、直ちに行う。 

 入札及び開札に際し、代理人が立ち会う場合は委任状（様式-3）を提出すること。 

 競争参加者は、提出した入札書の変更及び取消をすることはできない。 

 郵送及びメール等の送付による入札は不可。 

6. 開札に立ち会う者に関する事項 

 開札は、入札者又は代理人が立ち会うものとする。 

 



7. 入札の無効 

 入札公告に示した競争参加資格のない者による入札及び入札に関する条件に違反した入札

は無効とする。 

 

8. 落札者の決定方法 

 経済産業研究所の規定により作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とする。ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、そ

の者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、ま

たはその者と契約することが公正な取引の秩序を乱すおそれがあって著しく不適当であると

認められるときは、予定価格の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち、最低価格をも

って入札した者を落札者とする場合がある。 

 

9. 入札保証金及び契約保証金 

 全額免除。 

 

10. 契約書作成の要否 

 要。 

 

11. 支払いの条件 

 別紙契約書（案）による。 

 

12. 契約書手続きにおいて使用する言語 

 日本語及び日本国通貨に限る。 

 

13. 留意事項 

 （1）一旦受領した書類は返却しない。 

 （2）一旦受領した書類の差し替え及び再提出は認めない。 

 

14. その他 

 競争参加者は提出した証明書等について説明を求められた場合は、自己の責任において速

やかに書面をもって説明しなければならない。 

 

以上 

 

【入館についてのお願い】 

経済産業省庁舎入館手続きに時間を要するため、所定時間に 15 分程度の余裕を持って来所し

て下さい。 



調達仕様書 

 

1．件名 

 業務用ソフトウェア(Microsoft Office 2016等)の調達 

 

2．概要 

経済産業研究所内クライアント PC にインストールしている Microsoft 

Office2010および Access2010につき、最新バージョンである 2016 を購入する。 

  

3．契約形態 

 売買契約とする。 

 

4．調達物品の内訳及び数量 

(1)MICROSOFT OFFICE STANDARD 2016 for Windows 

 ア．180 ライセンスを用意すること 

 イ．ライセンスは、ガバメントオープンライセンス（レベル A）とすること 

(2)MICROSOFT ACCESS 2016 for Windows 

 ア．20 ライセンスを用意すること 

 イ．ライセンスは、より安価になる形態を選択すること 

  

5．納入期限 

 平成 28 年 3月 15日 

 

6．納品物 

ライセンス証書 

 

7．納入場所 

 東京都千代田区霞ヶ関 1-3-1 経済産業省別館 11階 

 独立行政法人経済産業研究所 

 

8．その他 

  本仕様書に明記されていない事項であっても、契約履行上必要なものは、随時担当

者の指示を仰ぐこと。 

 



機能証明書作成要領 

 

 「業務用ソフトウェア(Microsoft Office 2016等)の調達」の入札に参加する者は、本

要領に基づき機能証明書を作成し提出すること。 

 

１．明記する項目 

 (1) 当該品の品名 

 (2) 当該品の製造業者名 

 (3) 当該品の仕様・性能 

 (4) 調達仕様書に記載した仕様との適合 

 調達仕様書に記載の仕様との対比表形式にて記載すること。 

 (5) 納入方法 

 梱包方法等について明記する。 

 (6) 責任の所在 

 要求仕様書に記載した事項について、落札者が責任をもって対応する旨の記載を

行うこと。 

 

２．様式 

 機能証明書の様式は、Ａ４たて版で横書き、日本語で作成することとし、この要領に定

める以外は任意とする。また、機能証明書の表紙は別添によることとする。 

 

３．添付書類 

 提案ソフトウェアの仕様、諸元を裏付ける書面（カタログ、メーカー発行の証明書、技

術資料等）を添付すること。 

 

４．機能証明書の提出方法 

 機能証明書は、機能証明書、添付資料等の順序で綴り、次の通り提出すること。 

 (1) 提出部数：書面２部（正１、副１） 

 (2) 提出場所：独立行政法人経済産業研究所 総務グループ情報システム担当 

 (3) 提出期限：平成 28 年 2月 8日（月）15:00必着 

 (4) 提出方法：郵送または提出場所に持参 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

経  済  産  業  研  究  所  入  札  心  得  

 

（趣  旨）  

第１条  経済産業研究所（以下「当研究所」という）の所掌する契約に係る一

般競争又は指名競争（以下「競争」という）を行う場合において、入札者が知

り、かつ遵守しなければならない事項は、法令に定めるもののほか、この心得

に定めるものとする。  

 

（仕様書等）  

第２条  入札者は、仕様書、図面、契約書案及び添付書類を熟読のうえ入札し

なければならない。  

2 .  入札者は、前項の書類について疑義があるときは、関係職員に説明を求める

ことができる。                      

3 .  入札者は、入札後、第１項の書類についての不明を理由として異議を申し立

てることができない。  

 

（入札保証金及び契約保証金）  

第３条  入札保証金及び契約保証金の納付は、全額免除する。  

 

（入札の方法）  

第４条  入札者は、別紙様式による入札書類を直接に提出しなければならない。

  （注）郵便入札は、本調達では適用せず。  

 

（入札書類の記載）  

第５条  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の８パー

セントに相当する額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は消

費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約

金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。  

 

（直接入札）  

第６条  直接入札を行う場合は、入札書を封筒に入れ、封緘のうえ入札者の氏名を表示

し、公告、公示又は通知書に示した時刻までに入札箱に投入しなければならない。この

場合において、入札者に求められる義務を満たすことを証明する必要のある入札にあ

たっては、入札書とは別に証明書及び添付書類を当研究所担当者等に提出しなけれ

ばならない。  

2.  入札者は、代理人をして入札させるときは、その委任状を持参させなければならない。  

 

（入札者等の制限）  

第７条  入札者又はその代理人は、当該入札に対する他の代理をすることができない。  

2.  入札者は、次の各号の一に該当すると認められた者で、その事実があった後 2 年を

経過しないものを入札代理人とすることができない。  

①  契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者。  



 

 

②  契約の履行に当たり、故意に製造を粗雑にし、又は物品の品質若しくは数量に

関して不正の行為をした者。  

③  公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得る

ために連合した者。  

④  落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者。  

⑤  検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者。  

⑥  正当な理由がなくて契約を履行しなかった者。  

⑦  競争に参加するための手続き又は契約の履行に関する手続きに際し、虚偽の申

告をした者。  

⑧  ①から⑦までのいずれかに該当する事実があった後 2 年を経過しない者を、契約

の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用した者。  

 

（郵便入札）   （注）本調達では適用せず。  

第７条  郵便入札を行う場合には、二重封筒とし、入札書を中封筒に入れ、封

緘のうえ入札者の氏名、入札件名及び開札日時を表記し、表封筒に入札書在中の

旨朱書きし、仕様書等を添付することとされた入札又は調達物品と同等のものであるこ

とを証明する必要のある入札にあっては、入札書とは別に当該関係書類を入札担当

者等あての書留で郵送しなければならない。 

 

（条件付きの入札）  

第８条  全省庁統一の一般競争に係る資格審査の申請を行ったものは、競争に

参加する者に必要な資格を有すると認められること又は指名競争の場合にあ

っては指名されることを条件に入札書を提出することができる。この場合にお

いて、当該資格審査申請書の審査が開札日までに終了しないとき又は資格を有

すると認められなかったとき若しくは指名されなかったときは、当該入札書は

落札の対象としない。  

 

（入札のとりやめ等）  

第９条  入札参加者が連合又は不穏の行動をなす場合において、入札を公正に

執行することができないと認められるときは、当該入札者を入札に参加させず

又は入札の執行を延期し、若しくはとりやめることがある。  

 

（入札の無効）  

第 10 条  次の各号の一に該当する入札は、無効とする。  

①  競争に参加する資格を有しない者による入札  

②  指名競争入札において、指名通知を受けていない者による入札  

③  委任状を持参しない代理人による入札  

④  記名押印（外国人又は外国法人にあっては、本人又は代表者の署名をもっ

て代えることができる）を欠く入札  

⑤  金額を訂正した入札  

⑥  誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札  

⑦  明らかに連合によると認められる入札  

⑧  同一事項の入札について他人の代理人を兼ね又は２者以上の代理をした



 

 

者の入札  

⑨  入札者に求められる義務を満たすことを証明する必要のある入札にあっ

ては、証明書が当研究所の審査の結果採用されなかった入札  

⑩   入札書受領期限までに到着しない入札  

⑪  暴 力 団 排 除 に 関 す る 誓 約 事 項 （ 別 記 ） に つ い て 、 虚 偽 が 認 め

ら れ た 入 札  

⑫  その他入札に関する条件に違反した入札  

 

（開  札）  

第 11 条  開札には、入札者又は代理人を立ち会わせて行うものとする。ただし、

入札者又は代理人が立会わない場合は、入札執行事務に関係のない職員を立会

わせて行うものとする。  

 

（落札者の決定）  

第 12 条  当研究所が作成した予定価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とする。  

 

（再度入札）  

第 13 条  開札をした場合において、各人の入札のうち予定価格の制限に達した

価格の入札がないときは、再度の入札を行う。  

なお、この場合において、入札者又はその代理人のすべてが立会っている場

合にあっては直ちに、その他の場合にあっては別に定める日時において入札を

行う。  

 

（同価格の入札者が２者以上ある場合の落札者の決定）  

第 14 条  落札となるべき同価格の入札をした者が２者以上あるときは、直ちに

当該入札をした者にくじを引かせて落札者を決定する。  

2 .  前項の場合において、当該入札をした者のうちくじを引かない者があるとき

は、これに代わって入札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。 

 

（契約書の提出）  

第 15 条  落札者は、当研究所から交付された契約書に記名押印（外国人又は外

国法人が落札者である場合には、本人又は代表者が署名することをもって代

えることができる）し、落札決定の日から５日以内（期終了の日が行政機関

の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条に規定する日に当た

るときはこれを算入しない）に当研究所に提出しなければならない。ただし、

当研究所が必要と認めた場合は、この期間を延長することができる。  

2 .  落札者が前項に規定する期間内に契約書を提出しないときは、落札は、その

効力を失う。  

 

（入札書等に使用する言語及び通貨）  

第 16 条  契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に

限る。  



 

 

 

（落札決定の取消し）  

第 17 条  落札決定後であっても、この入札に関して連合その他の事由により正

当な入札でないことが判明したときは、落札決定を取消すことができる。  



【特記事項１】 

（談合等の不正行為による契約の解除） 

第１条 甲は、次の各号のいずれかに該当したときは、契約を解除することができる。 

（１）本契約に関し、乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２

年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第３条又は第８条第１号の規定に

違反する行為を行ったことにより、次のイからハまでのいずれかに該当することと

なったとき。 

イ 独占禁止法第４９条に規定する排除措置命令が確定したとき 

ロ 独占禁止法第６２条第１項に規定する課徴金納付命令が確定したとき 

ハ 独占禁止法第７条の２第１８項又は第２１項の課徴金納付命令を命じない旨

の  通知があったとき 

（２）本契約に関し、乙の独占禁止法第８９条第１項又は第９５条第１号に規定する刑

が確定したとき 

（３）本契約に関し、乙（法人の場合にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑

法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６又は第１９８条に規定する刑が確定し

たとき 

 

（談合等の不正行為に係る通知文書の写しの提出） 

第２条 乙は、前条第１号イからハまでのいずれかに該当することとなったときは、速や

かに、次の各号の文書のいずれかの写しを甲に提出しなければならない。 

（１）独占禁止法第６１条第１項の排除措置命令書 

（２）独占禁止法第６２条第１項の課徴金納付命令書 

（３）独占禁止法第７条の２第１８項又は第２１項の課徴金納付命令を命じない旨の通   

知文書 

 

（談合等の不正行為による損害の賠償） 

第３条 乙が、本契約に関し、第１条の各号のいずれかに該当したときは、甲が本契約を

解除するか否かにかかわらず、かつ、甲が損害の発生及び損害額を立証することを要す

ることなく、乙は、契約金額（本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、変更

後の契約金額）の１００分の１０に相当する金額（その金額に１００円未満の端数があ

るときは、その端数を切り捨てた金額）を違約金（損害賠償額の予定）として甲の指定

する期間内に支払わなければならない。 

２ 前項の規定は、本契約による履行が完了した後も適用するものとする。 

３ 第1項に規定する場合において、乙が事業者団体であり、既に解散しているときは、甲

は、乙の代表者であった者又は構成員であった者に違約金の支払を請求することができ

る。この場合において、乙の代表者であった者及び構成員であった者は、連帯して支払

わなければならない。 

４ 第1項の規定は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する損害賠償金の金額を超える

場合において、甲がその超える分について乙に対し損害賠償金を請求することを妨げる

ものではない。 

５ 乙が、第1項の違約金及び前項の損害賠償金を甲が指定する期間内に支払わないときは、

乙は、当該期間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、年５パーセントの割

合で計算した金額の遅延利息を甲に支払わなければならない。 

【特記事項２】 

（暴力団関与の場合の契約の解除等） 



第４条 甲は、乙が次の各号の一に該当すると認められるときは、何らかの催告を要せず、

本契約を解除することができる。 

（１） 法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為

の防止等に関する法律防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に

規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である

場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結す

る事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実

質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規

定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

（２） 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

（３） 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している

とき 

（４） 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難され

るべき関係を有しているとき 

 

（下請負契約等に関する契約解除）  

第５条 乙は、本契約に関する下請負人等（下請負人（下請が数次にわたるときは、すべて

の下請負人を含む。）及び再受任者（再委任以降のすべての受任者を含む。）並びに自己、

下請負人又は再受任者が当該契約に関連して第三者と何らかの個別契約を締結する場合の

当該第三者をいう。以下同じ。）が解除対象者（前条に規定する要件に該当する者をいう。

以下同じ。）であることが判明したときは、直ちに当該下請負人等との契約を解除し、又

は下請負人等に対し解除対象者との契約を解除させるようにしなければならない。  

２ 甲は、乙が下請負人等が解除対象者であることを知りながら契約し、若しくは下請負人

等の契約を承認したとき、又は正当な理由がないのに前項の規定に反して当該下請負人等

との契約を解除せず、若しくは下請負人等に対し契約を解除させるための措置を講じない

ときは、本契約を解除することができる。  

 

（損害賠償） 

第６条 甲は、第４条又は前条第２項の規定により本契約を解除した場合は、これにより

乙に生じた損害について、何ら賠償ないし補償することは要しない。  

２ 乙は、甲が第４条又は前条第２項の規定により本契約を解除した場合において、甲に

損害が生じたときは、その損害を賠償するものとする。  

３ 乙が、本契約に関し、前項の規定に該当したときは、甲が本契約を解除するか否かに

かかわらず、かつ、甲が損害の発生及び損害額を立証することを要することなく、乙は、

契約金額（本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、変更後の契約金額）の１

００分の１０に相当する金額（その金額に１００円未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てた金額）を違約金（損害賠償額の予定）として甲の指定する期間内に支払わ

なければならない。  

４ 前項の規定は、本契約による履行が完了した後も適用するものとする。 

５ 第２項に規定する場合において、乙が事業者団体であり、既に解散しているときは、

甲は、乙の代表者であった者又は構成員であった者に違約金の支払を請求することがで

きる。この場合において、乙の代表者であった者及び構成員であった者は、連帯して支

払わなければならない。  



６ 第３項の規定は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する損害賠償金の金額を超え

る場合において、甲がその超える分について乙に対し損害賠償金を請求することを妨げ

るもので はない。  

７ 乙が、第３項の違約金及び前項の損害賠償金を甲が指定する期間内に支払わないとき

は、乙は、当該期間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、年５パーセント

の割合で計算した金額の遅延利息を甲に支払わなければならない。 

 

（不当介入に関する通報・報告）  

第７条 乙は、本契約に関して、自ら又は下請負人等が、暴力団、暴力団員、暴力団関係

者等の反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」という。）

を受けた場合は、これを拒否し、又は下請負人等をして、これを拒否させるとともに、

速やかに不当介入の事実を甲に報告するとともに警察への通報及び捜査上必要な協力

を行うものとする。 

 



売  買  契  約  書 

 

１ 件     名  業務用ソフトウェア(Microsoft Office 2016等)の調達 

２ 物品名及び数量  別添内訳書のとおり 

３ 仕     様  別添内訳書のとおり 

４ 契 約 金 額  金      円 

（うち消費税額等      円） 

５ 納 入 期 限  平成２８年３月１５日 

６ 納 入 場 所  独立行政法人経済産業研究所 

 

独立行政法人経済産業研究所 理事長 中島厚志（以下「甲」という。）と      

（以下「乙」という。）とは 

頭書の物品の売買契約を次の条項により締結する。 

 

 （適用） 

第１条 この契約条項は、「業務用ソフトウェア(Microsoft Office 2016等)の調達」一式

（以下「物件」という。）の売買契約に適用するものとし、各当事者は信義に従って、こ

の契約条項及び別紙仕様書に基づき、これを履行しなければならない。 

 

 （契約金額） 

第２条 前条に係る契約金額は、金       円也（うち消費税額及び地方消費税額

円）とする。ただし、物件の購入代金とする。 

２ 前項の消費税額及び地方消費税額は、消費税法第２８条第１項及び第２９条並びに地

方税法第７２条の８２及び第７２条の８３の規定に基づき、算出した額である。 

 

 （納入期限及び納入場所） 

第３条 物件の納入期限は、平成２８年３月１５日とする。 

２ 前項の物件の納入場所は、独立行政法人経済産業研究所（東京都千代田区霞ヶ関１-

３-１ 経済産業省別館11階）とする。 

 

 （契約保証金） 

第４条 甲は、この契約に係る乙が納付すべき契約保証金を免除する。 

 

 （契約事項の移転の制限） 

第５条 乙は、甲の承認を得ないで、この契約に定める事項を第三者に移転してはならな

い。 

 

 （納入完了の通知） 

第６条 乙は、物件の納入を終了したときは、その旨を直ちに甲に通知しなければならな

い。 

 

 （納入完了の検査時期） 

第７条 甲は、前条の通知を受けた日から１０日以内にその納入物件の検査をした上で引

き渡しを受けるものとする。 

 



 （所有権移転の時期） 

第８条 前条の引き渡しを終了した日をもって、所有権移転の時期とする。 

 

 （瑕疵の補修） 

第９条 甲は、検査のうえ物件の引き渡しが完了した後でも瑕疵があることを発見したと

きは、乙に対して相当の期日を定めてその瑕疵を補修させることができる。 

２ 前項によって、甲が瑕疵を補修させることができる期間は、第７条による物件の引き

渡しを終了した日から１カ年とする。 

３ 乙が、第１項による甲の定めた期日までに瑕疵を補修しないときは、甲は乙の負担に

おいて第三者にこれをさせることができるものとする。 

 

 （対価の支払時期） 

第10条 甲は、第７条による物件の引き渡しを受けた後、乙から適法な支払請求書を受理

したときは、当該請求書を受理した日の属する月の翌月までに対価を支払うものとする。 

 

 （対価の支払についての遅延利息） 

第11条 甲が、前条の時期までに対価を支払わない場合には、その遅延期間における当該

未払金額にたいして、財務大臣が決定する率によって、遅延利息を支払うものとする。 

 

 （違約金） 

第12条 乙が、天災その他不可抗力の原因によらないで納入期日までに物件の納入を終了

しないときは、甲は違約金として延引日数１日につき契約金額の１００分の１に相当す

る額（その金額に１００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）を徴

収することができる。 

 

 （延滞金） 

第13条 乙が、天災その他不可抗力の原因によらないで納入期日までに物件の納入を終了

しないときは、甲は延滞金として延引日数１日につき契約金額の１０００分の１に相当

する額（その金額に１００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）を

徴収することができる。 

 

 （損害賠償） 

第14条 甲が、この契約に従った履行を受けない場合は、第９条の瑕疵の補修、第12条の

違約金の徴収又は第15条の契約の解除のほか、なお、損害賠償の請求をすることができ

る。 

２ 前項によって、甲が乙に対して損害賠償の請求をすることができる期間は、第６条に

定める通知のあった日から１カ年とする。 

 

 （契約の変更） 

第15条 甲又は乙は、この契約の締結後、著しい経済情勢の変動、天災地変、公租公課の

改定、その他の事情の変化により、この契約の条項によることが著しく不合理であると

認められる場合は、契約の内容の変更を申し入れることができるものとする。 

 

 （契約の解除） 

第16条 甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、本契約の全部または一部を解除する



ことができる。 

 （１）乙が本契約に違反した場合。 

（２）乙の責に帰すべき事由により、本契約を履行する見込みがないと甲が認めたとき。 

 （３）本契約の履行に関し、乙又はその使用人等に不正の行為があったとき。 

 （４）前各号に定めるもののほか、請負人が本契約条項に違反したとき。 

 

 

 （秘密の保持） 

第17条 甲及び乙は、相互に本契約の履行過程において知り得た相手方の秘密を他に漏洩

せず、また本契約の目的の範囲を超えて利用しない。ただし、甲が、法令等、官公署の

要求、その他公益的見地に基づいて、必要最小限の範囲で開示する場合を除く。 

２ 前項の規定は、本契約終了後も有効に存在する。 

 

 （紛争の解決方法） 

第18条 本契約条項について疑義があるとき又は本契約条項に定めていない事項について

は、甲乙協議のうえ決定するものとする。 

 

 上記契約締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ各1通を保有する。 

 

平成２８年  月  日 

 

                    甲 東京都千代田区霞ヶ関1丁目３番１号 

                      経済産業省別館１１階 

                      独立行政法人経済産業研究所 

                      理事長 中島 厚志 

                     

                    乙  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



特記事項 

 

【特記事項１】 

（談合等の不正行為による契約の解除） 

第１条 甲は、次の各号のいずれかに該当したときは、契約を解除することができる。 

（１）本契約に関し、乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２

年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第３条又は第８条第１号の規定に

違反する行為を行ったことにより、次のイからハまでのいずれかに該当することと

なったとき。 

イ 独占禁止法第４９条に規定する排除措置命令が確定したとき 

ロ 独占禁止法第６２条第１項に規定する課徴金納付命令が確定したとき 

ハ 独占禁止法第７条の２第１８項又は第２１項の課徴金納付命令を命じない旨

の  通知があったとき 

（２）本契約に関し、乙の独占禁止法第８９条第１項又は第９５条第１号に規定する刑

が確定したとき 

（３）本契約に関し、乙（法人の場合にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑

法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６又は第１９８条に規定する刑が確定し

たとき 

 

（談合等の不正行為に係る通知文書の写しの提出） 

第２条 乙は、前条第１号イからハまでのいずれかに該当することとなったときは、速や

かに、次の各号の文書のいずれかの写しを甲に提出しなければならない。 

（１）独占禁止法第６１条第１項の排除措置命令書 

（２）独占禁止法第６２条第１項の課徴金納付命令書 

（３）独占禁止法第７条の２第１８項又は第２１項の課徴金納付命令を命じない旨の通   

知文書 

 

（談合等の不正行為による損害の賠償） 

第３条 乙が、本契約に関し、第１条の各号のいずれかに該当したときは、甲が本契約を

解除するか否かにかかわらず、かつ、甲が損害の発生及び損害額を立証することを要す

ることなく、乙は、契約金額（本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、変更

後の契約金額）の１００分の１０に相当する金額（その金額に１００円未満の端数があ

るときは、その端数を切り捨てた金額）を違約金（損害賠償額の予定）として甲の指定

する期間内に支払わなければならない。 

２ 前項の規定は、本契約による履行が完了した後も適用するものとする。 

３ 第1項に規定する場合において、乙が事業者団体であり、既に解散しているときは、甲

は、乙の代表者であった者又は構成員であった者に違約金の支払を請求することができ

る。この場合において、乙の代表者であった者及び構成員であった者は、連帯して支払

わなければならない。 

４ 第1項の規定は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する損害賠償金の金額を超える

場合において、甲がその超える分について乙に対し損害賠償金を請求することを妨げる

ものではない。 

５ 乙が、第1項の違約金及び前項の損害賠償金を甲が指定する期間内に支払わないときは、

乙は、当該期間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、年５パーセントの割

合で計算した金額の遅延利息を甲に支払わなければならない。 



【特記事項２】 

（暴力団関与の場合の契約の解除等） 

第４条 甲は、乙が次の各号の一に該当すると認められるときは、何らかの催告を要せず、

本契約を解除することができる。 

（１） 法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為

の防止等に関する法律防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に

規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である

場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結す

る事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実

質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規

定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

（２） 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

（３） 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している

とき 

（４） 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難され

るべき関係を有しているとき 

 

（下請負契約等に関する契約解除）  

第５条 乙は、本契約に関する下請負人等（下請負人（下請が数次にわたるときは、すべて

の下請負人を含む。）及び再受任者（再委任以降のすべての受任者を含む。）並びに自己、

下請負人又は再受任者が当該契約に関連して第三者と何らかの個別契約を締結する場合の

当該第三者をいう。以下同じ。）が解除対象者（前条に規定する要件に該当する者をいう。

以下同じ。）であることが判明したときは、直ちに当該下請負人等との契約を解除し、又

は下請負人等に対し解除対象者との契約を解除させるようにしなければならない。  

２ 甲は、乙が下請負人等が解除対象者であることを知りながら契約し、若しくは下請負人

等の契約を承認したとき、又は正当な理由がないのに前項の規定に反して当該下請負人等

との契約を解除せず、若しくは下請負人等に対し契約を解除させるための措置を講じない

ときは、本契約を解除することができる。  

 

（損害賠償） 

第６条 甲は、第４条又は前条第２項の規定により本契約を解除した場合は、これにより

乙に生じた損害について、何ら賠償ないし補償することは要しない。  

２ 乙は、甲が第４条又は前条第２項の規定により本契約を解除した場合において、甲に

損害が生じたときは、その損害を賠償するものとする。  

３ 乙が、本契約に関し、前項の規定に該当したときは、甲が本契約を解除するか否かに

かかわらず、かつ、甲が損害の発生及び損害額を立証することを要することなく、乙は、

契約金額（本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、変更後の契約金額）の１

００分の１０に相当する金額（その金額に１００円未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てた金額）を違約金（損害賠償額の予定）として甲の指定する期間内に支払わ

なければならない。  

４ 前項の規定は、本契約による履行が完了した後も適用するものとする。 

５ 第２項に規定する場合において、乙が事業者団体であり、既に解散しているときは、

甲は、乙の代表者であった者又は構成員であった者に違約金の支払を請求することがで



きる。この場合において、乙の代表者であった者及び構成員であった者は、連帯して支

払わなければならない。  

６ 第３項の規定は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する損害賠償金の金額を超え

る場合において、甲がその超える分について乙に対し損害賠償金を請求することを妨げ

るもので はない。  

７ 乙が、第３項の違約金及び前項の損害賠償金を甲が指定する期間内に支払わないとき

は、乙は、当該期間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、年５パーセント

の割合で計算した金額の遅延利息を甲に支払わなければならない。 

 

（不当介入に関する通報・報告）  

第７条 乙は、本契約に関して、自ら又は下請負人等が、暴力団、暴力団員、暴力団関係

者等の反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」という。）

を受けた場合は、これを拒否し、又は下請負人等をして、これを拒否させるとともに、

速やかに不当介入の事実を甲に報告するとともに警察への通報及び捜査上必要な協力

を行うものとする。 
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